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カンボジア事業で先行する中国、韓国、
　
ＡＳＥＡＮ近隣諸国～日本も積極的な関与
外資系企業の新たな事業展開先としてカン
ボジアが注目されている。国・地域別に見ると、中国からの投資が最も多く、韓国や、タイ、ベトナム等ＡＳＥＡＮ近隣諸 からの投資も多い。これら諸国はカンボジアのインフラ基盤開発にも積極的で、道路、橋梁はもとより、経済特区（ＳＥＺ） 港湾 発電所などの建設に 従事している。これら諸国に遅れをとるものの、日本からの投資も増加傾向にある。また 中国 韓国等と競うかの如く、日本はインフラ基盤開発にも従事している。１
. 中国からの投資案件数が最多二〇〇九年のカンボジアにおける外国投
資受け入れ額（認可ベース）は 世界金融危機の影響等から前年比六十九・七％減の二十一億六〇〇万ドルと低迷した（カン
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ボジア投資庁（ＣＩＢ
)) 。しかしながら、
二〇〇〇年代半ば以降、同国の高成長や、投資環境の改善等を背景に 投資機運の高まりが見られる。
国・地域別では、中国が二〇〇八年、
二〇〇九年と 年連続で最大の投資国となり、カンボジアにおけるプレゼンスを高めている。 〇〇九年における中国からの具体的投資案件としては、送電線建設、衣類、製靴、タバコ等分野での案件が挙げ また韓国からの投資案件で カンボジア 初となる自動車組立て拠点の設立が注目されている。生産開始には至っていないも の、タイに隣接する南西部コッコ のＳＥＺで、現代自動車とカンボジア・リーヨンファット・グループとの合弁 ムコ・モーター社が約五十ヘク ールの用地を確保し、自動車組
て工場を建設している（二〇〇八年四月にカンボジア開発協議会〔ＣＤＣ〕が投資認可済み）
 。
二〇一〇年上半期
( 一～六月
) の外国投資
受け入れ額（同上）は十億八〇〇〇万ドルで、国・地域別では、引き続き中国からの投資が第一位（五億三〇〇〇万ドル） 。同国から水力発電、ゴム、石炭関連の投資がなされている。また、ベトナムからの投資も数年来増加傾向にあり、二〇〇九年が第四位（二億一〇〇〇万ドル
) 、二〇一〇年上半
期では第三位 （八四〇〇万ドル） で、 ゴム栽培・加工、精米加工等の投資がなさ ている。
カンボジア商務省によると、一九八八年以
降二〇〇九年十月末までに同国で登録した外資系企業数は 中国系企業が最多で三三六六社となっている。中国系企業に次ぎ 韓国系
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企業が一六〇一社、以下、シンガポール系企業一一〇二社、 マレーシア系企業一〇四七社、タイ系 九八 社、ベトナム 五二〇社とＡＳＥＡＮ各国企業が上位に名を連らねている。中国系企業の数は年々増加傾向にあり、一九九〇年代、繊維・縫製など労働集約型産業分野に限定されていた同企業は、 現在、水力発電所、通信、農 、アパレル、観光等、多岐にわたる分野へ進出している
 。
２
. 中国、韓国、近隣ＡＳＥＡＮ諸国
　
による積極的なインフラ開発支援カンボジアでは、自国政府はもとより、
援助国や国際機関によるインフラ開発支援がなされ、とりわけ、中国、韓国、近隣ＳＥＡＮ諸 による支援が顕在化している。具体的には 中国によるカンボジア国道七号線道路補修整備や、カンボジア国内でメコン川を跨ぐ二番目の橋梁となる
｢
プ
レックタミャック・メコン川大橋
｣ 及び、
同橋梁から延伸する新たな 道（ 道八号線）
 の建設、北部ストゥントレン付近メコ
ン川支流での橋梁建設がある。
また、韓国は南部港湾・観光都市であるシハ
ヌークビル周辺から国道三号線方面の 路整備やカンポットでの橋梁建設、一方、タイはカンボジア西部国道四十八号線（一五二キロ：南部沿岸回廊の一部）の道路補修や四つの橋梁建設（コッコン・スラアンバル間）などインフラ整備に従事。ベトナムもカンボジア東部ベトナム国境付近の道路整備を支援している。その他、アジア開発銀行（ＡＤＢ） 、世銀といった国際機関による援助も各地で実施されている。
道路、橋梁建設以外に、ＳＥＺ開発プロ
ジェクトでは、中国によるシハヌークビルＳＥＺ開発などもあげられ
 カンボジア
では二十一のＳＥＺが認可されているが、シハヌークビルＳＥＺは、中国・カンボジア合弁企業
 によるカンボジア最大規模の
ＳＥＺ開発プロジェクト（一一三八ヘクタール）である。第一期開発（工業ゾーンだけで三億二〇〇〇万ドルの投資）で 二〇一一年末までに五二八ヘクタールを開発見込み。残りは二〇一五年末ま に開発予定である。二〇〇六年中国商務部は中国企業 海外進出を奨励する観点から、海外に八つの工業団地 設立 ことを決定したが、シハヌークビルＳＥＺはそのうちのひとつ ある。カンボジアへの企業進出を通じて、欧米諸国輸出規制や反ダンピング措置の回避が可能となる。二〇〇八年二月、同ＳＥＺ敷地内一万人が参加のもと起工式典が開催。同月、カンボジア政府から承認 得て事業 開始。衣類製造、バイク組立など中国企業 既に操業を開始している。
なお、 ＳＥＺ進出上の外資系企業側のメリッ
トとしては、①投資優遇措置（最長九年間の法人税免除、原材料の輸入税免除）を享受できること、②ワンストップサービスを享受できること、③カンボジアからのＥＵ向け輸に際し一般特恵関税（ＧＳＰ）が付与されていること、④大メコン圏（ＧＭＳ） 市場開拓アクセスが容易なこと、⑤低廉な労働力の確保が比較的容易な ⑥土地リース料近隣諸国に比べ安価 等が指摘される。
また、中国によるインフラ開発支援案件と
して、①（プノンペン市内メコン河畔に位置するプノンペン港の貨物取扱能力が限定的であ ことから） 港拡張計画や②南西部国道三号線沿線カ ポット市を流れる河川上流での水力発電所建設計画など大型インフラ建設案件
 も見られる。
加えて、ニュータウン開発でも、韓国、中国
の動きが見られる。具体的には、韓国の韓一建設は、プノンペン中心部から北西五キロでの在留外国人含む富裕者層向けニュータウン
｢ カム
コシティー
｣( ＣＡＭＫＯ
 ＣＩＴＹ
) を開発。
高層マンション群と三階建て住宅棟などを建設している。韓一建設は、プノンペン市中心部で、オフィスビル“ゴールデンタワー
42”の建
設にも従事。完成時には で最高層の四十二階建てのビルとなる。また 中国企業による都市開発計画として、ＣＤＣ コッコン州での七つのニュータウン開発計画を二〇〇八年六月、認可している 投資総額が三十八億ドルとされ 数多くの中国人の移住が される、との噂話も現地で聞かれた。３
. 日本からの投資案件の増加に期待一方、日本からの投資は、単年ベースでの
受け入れ額が極めて少ないが、 〇一〇年十月時点の累計 でみる 、ＣＩＢ統計 は一億四八〇〇万ドル、ＳＥＺを所管するカンボジア経済特区委員会（ＣＳＥＺＢ）は同八九〇〇万ドルと、合計でこれま に二億三七〇 万ドルの投資 なされている。中国、韓国などとの投資金 との比較では少額に留まっているが、昨今 円高の進展等とも相俟って カンボジア政府側からの日本からの投資、とりわけ日本の中小企業による出に大きな期待が寄せられている。ジェトロも二〇一〇年三月にプノ ペン事務所を開設し、中小企業を中心 した日本企業 カンボジア進出を支援している。
日系メーカーによるカンボジア投資案件とし
ては、プノンペン郊外のプノンペンＳＥＺ（ＰＰＳＥＺ）への進 が数多く見られる。
ＰＰＳＥＺに進出する日系靴メーカーは①中
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国広州での投資環境が、人民元高や労働法改正で悪化していること、②日本向け輸出に際しＬＤＣ特恵関税 適用が可能であること等から、” チャイナ・プラスワン“ の進出先として、カンボジア進出を決定した、という。同社関係者は、 「中 工場から、立ち上げ時に多くのスタッフをプノンペン工場に派遣し 新規採用カンボジア人スタッフに対す 生産面での指導を行わせた。その際、プノンペンで中国語の話せる華人系カンボジア人 通訳として多数採用した。プノ ペン は日本語人材の採用は難しいが、中国語人材 採用は容易」としている。
また、味の素がＰＰＳＥＺに進出し、二〇一〇
年第三 ・四半期より包装工場を稼働。これまでタイから小分けしてプノンペンまで陸走していたが、国境積み替え時に不良品が発生していたこともあり、タイからバルクで陸走し同ＳＥＺ内の工場で小分けする形態に切り替えている。
カンボジアへの日系製造業の進出業種は、
繊維、製靴、食品関係が数多くみられる家電部品用大手企業の進出案件も見 ようになっている。ミネべアは、中国やタイでの人件費の上昇等から、家電や携帯電話等搭載用のモーターの全額出資生産会社をカンボジアに設立。当面はＰＰＳＥＺ内の賃貸工場で、九〇〇 を雇用し 二〇一一年春 生産開始予定とされる
 。また、生産拠点ではな
いが、パナソニックが二〇一一年初めに、プノンペンに駐在員事務所を開設し、二〇 二年を目処に販売網や修理サ ビス網を整備し薄型テレビや白物家電のカンボジア国内市場開拓に本格的に取り組む旨、 報じられている
 。
ＰＰＳＥＺ以外では、ベトナム国境に近接
するバベットのタイセ ・バベットＳＥＺで日系縫製メーカー（紳士服）が操業を開始、
同じくバベットに立地するマンハッタンＳＥＺにもポリプロピレン製ショッピングバッグメーカーが進出を決定している。
一方、日系商社の動きとしては、住友商事
が九〇年代前半より合弁で亜鉛鉄板製造・販売のイースタンスティールイ ダストリー社を設立、三井物産が原油・天然ガス探鉱事業、三菱商事 ボ キサイト採掘など積極的な事業展開を行っている。
サービス業でも、日本の美容院が、プノン
ペンで富裕者層や在留邦人をタ ゲットとした美容院を開設したり シェムリアップに菓子工場を有するアンコール・フーズ社がプノンペンに同社製菓子製品やベトナ 、 ラオス、カンボジア産の紅茶等を販 するお洒落な店舗を設立するなどの動きも見られ 。４
. インフラ基盤開発でも日本が貢献また、日本によるインフラ投資案件として
は、無償資金協力で国道一号線沿線ネアックルン（プノンペンから国道一号線をホーチミン方面へ約一時間）でのメコ 川橋梁建設計画案や、電力不足解消に向けたシハヌークビルへの送電線建設などが挙げられる。
前者のネアックルンでのメコン川橋梁が
完成すれば、バンコクからプノンペン経由ホーチミンまでの南部経済回廊は全て陸路でつながれることになる。橋梁建設には、建設予定地周辺に住み着いている住民の移動問題や環境問題など 対応に相当の間を要したが、二〇一一年 工事を開始し、二〇一五年二月完成予定である。
一方、後者のシハヌークビルへ 送電線
建設については、同地の工業団地向け 、国際協力銀行（ＪＢＩＣ）とＡＤＢによる協調融資で、ベトナムからの連係送電
線を南部カンポットからシハヌー クビルへの約七十八キロ区間に敷設する計画で、二〇一二年の完成を目指している。
その他、日本の円借款によるＳＥＺ開発と
して、シハヌークビル港の隣接地で、シハヌークビル・ポ トＳＥＺ 開発が進行中である。開発事業実施主体はシハヌークビル港湾公社及びＣＤＣ。総面積は七〇ヘクタールと小規模ながらも、二万五〇〇〇人～三万人の雇用創出見込んでいる。同ＳＥＺの優位点としては、①シハヌークビル港に隣接した絶好のロケーション、②開発事業実施主体であるカンボジア政府の支援・協力の下、円滑な事業運営が可能なこと、 ③
｢( 許認可の
)
ワンストップサービスオフィス
｣ 及び
｢ （Ｓ
ＥＺ内の）紛争解決委員会
｣ を設置予定であ
ることなどが挙げられる。二〇〇九年六月に造成工事が開始されており、二〇一一年内に完工・開所式開催予定とさ
また、日本の民間企業が開発に従事した
ＳＥＺとしては前述のＰＰＳＥＺがある。同ＳＥＺは、三五〇ヘクタールの用地のうち、第一期一四一ヘクタール（うち、工業地区六十一ヘクタール）のインフラ工事が完了。第二期工事一六二ヘクター ル 詳細設計も完了
 。発電施設や、浄水・下水
処理施設、ドライポートを有するＳ である。ワンストップサー ビスセンター も二〇〇八年九月から正式に業務 開始し、二年以上が経過している。カンボジアにおける電力料金の高さなど操業に際する問題点も指摘される 、整備された ンフラ兼ね備えたＳＥＺとして、日系企業はじめ、更なる企業進出の増加が見込まれている。（かわだ
  あつすけ
　
日本貿易振興機構企画部
事業推進主幹
( ＡＳＥＡＮ・南西アジア担当
) ）
